
 
 
 
          事業計画書 
   令和 6 年度 
          収支予算書 
       

 

自：令和 6 年 4 月 1 日 

至：令和 7 年 3 月 31 日 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人 日本玩具協会 

 



 

 

令和6 年度 事業計画書案 
令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月 31日まで 

一般社団法人 日本玩具協会 

Ⅰ．基本方針 

本会は、優良な玩具の提供を通じて、子ども達の夢と豊かな情操を育むこと、及び、新しい

生活文化を創造することの実現を目指し、玩具産業の生産、貿易、流通及び消費に係る内外

の諸課題に積極的に取り組むとともに、安全な玩具の普及に関する措置等を自主的に講ずる

ことにより、玩具産業の総合的な発展を図り、もって我が国経済の発展と国民生活の向上に

寄与することを目的としている。この目的を達成するために、各事業につき担当する委員会

を決め、委員会を中心に活発かつ機動的な実施を図ることとし、必要に応じて部会を設けて

実施に当たる。 

 

なお、新型コロナウイルス感染症は、これまで「新型インフルエンザ等感染症（２類相当）」

として扱われていましたが、令和 5 年 5 月 8 日から「５類感染症」に位置づけが変更されま

した。これにより、行政が講ずる感染拡大防止対策が変わり、政府としての一律的な感染対

策を求めず、国民の自主的な取り組みが主体となりました。 

この中で、本会は、6月開催の「東京おもちゃショー2023」について、「商談会」に加え、「一

般公開」を 4年ぶりに開催した。 

 

また、令和 6年 1月 1日に発生した能登半島地震は、地震の規模はマグニチュード 7.6で、

最大震度は、輪島市門前町走出と志賀町香能で震度 7 を観測しました。地震による被害は奥

能登地域を中心に甚大で、死者が 240人を超え、避難者は一時、14000人を超えました。当協

会としては 1月に東京玩具人形協同組合と共同で、会員 86社（団体含む）の協力を得て日本

ユネスコ協会連盟の募金に 960万円の募金を実施しました。また、3月には被災地の子ども達

へ、業界活性化プロジェクトの参加企業の協力を得て、1379 個のおもちゃを被災６市町の保

育園等 85施設に提供しました。 

 

令和 6年度は、特に以下の事業に注力する。 

(1) 平成 25年 4月 1日の一般社団法人移行の際に認可のあった移行計画（公益目的実施計画

事業）に沿って各種の実施事業を推進する。 

 

(2) 玩具安全事業については、令和 5年 12月に産業構造審議会保安・消費生活用製品安全分

科会製品安全小委員会の中間とりまとめが発行され、令和 6年には消費生活用製品安全法

が改正されることとなっている。玩具安全のため、業界として所要の対応を進める。 

 

(3) 見本市事業については、「東京おもちゃショー2024」を夏休み期間である 8月 29日～9月

1 日に開催し、より多くの集客及び関心につなげる。なお、パブリックデー企画分科会に

おいて来場者に満足頂ける企画を検討・推進する。 

また、併設イベントである「日本おもちゃ大賞 2024」の充実を図る。 

 



 

 

(4) 玩具業界活性化プロジェクトに関し、プロジェクトチーム（PT）を中心に、集約したテ

ーマについての検討を深め、推進を図る。 

 

 

Ⅱ．事業計画の概要 

１．玩具産業の生産、貿易、流通及び消費に関する調査・研究及び提言 

玩具産業に係る各種調査を行い、玩具需要の拡大、貿易振興、流通の活性化等に対する施

策を検討・立案し、その推進を図る。 

また、玩具業界の意見を集約して行政当局に提言等を行う。 

 

２．玩具産業のグローバル化に関する事業を行う。 

玩具産業の海外展開を支援するために、ニュールンベルク国際見本市における日本ブース

の設営等を推進する。 

また、海外の玩具規制等の動向を注視し、ICTI 加盟の玩具協会とも連携し、我が国玩具

産業の海外の事業展開を支援する。 

 

３．玩具産業の経営環境の改善を図るため、次の事業を行う。 

(1) 会員の事業経営の安定を支援するため、物流を始めとする共済事業の普及推進を図る。 

(2) リスクマネジメント事業として、本会取纏めによる取引信用保険契約の推進、企業信

用情報・調査等の与信管理支援、リスクマネジメントに係るセミナー等の開催を行う。 

(3) プロジェクトチーム（PT）を中心に、集約したテーマについて更に検討を深め、新た

な企画等の検討・推進を図る。 

「アソボーフェスタ」は、TCN加盟店舗等での開催の全国への展開を図る。 

 

４．「東京おもちゃショー」などの玩具見本市その他の玩具振興イベントを実施又は支援する。 

(1) 玩具市場の活性化を図るために、「東京おもちゃショー2024」（商談会・一般公開）を

令和 6年 8月 29日～9月 1日、東京ビッグサイトにて開催する。なお、併催となる「コ

ロコロ魂フェスティバル in東京おもちゃショー」（主催：㈱小学館）と協力を進め、来

場促進等の相乗効果を図る。 

商談日 2万人、一般公開 6万人の来場者を確保するとともに、出展者・来場者ともに実

りの多い見本市を目指す。 

「一般公開」は昨年に続き有料化するところ、パブリックデー企画分科会において、来

場者に満足頂ける企画を検討・推進する。 

なお、開催に当たっては、夏の暑さ対策等、所要の対策を講ずることとする。 
 

「日本おもちゃ大賞 2024」は、開発者の支援の観点を強化し、大賞・受賞商品等のメデ

ィア露出拡大を図る。 

(2) 東京玩具人形協同組合の主催する夏～クリスマス おもちゃビジネスフェア 2024 を後援



 

 

し所要の支援を行うとともに、同組合の実施するクリスマス向けの玩具トレンド発表会

等を支援する。 

 

 

５．玩具に関する統計の作成、内外の情報収集・提供、研修を実施する。 

(1) 玩具産業を取り巻く内外の諸情報を収集・提供するとともに、玩具に関連する日本の

統計を整備する。その一環として、年間ベースの玩具市場規模調査を実施し、その結果

を公開する。 

(2) 玩具産業国際協議会（ICTI）・アジア玩具産業協議会（ACTI）などの玩具産業に関する

国際的な団体等に参画し、また、各国の玩具協会等との交流や意見交換により、海外の

玩具市場・事情の情報を収集し、その情報を提供する。 

なお、ICTI が推進している「企業行動規範」の実施プログラムである Ethical Supply 

Chain Program by ICTI（改称予定。旧称： Ethical Toy Program）について、今後の国

際的な動向を注視しつつ、適切な対応を図っていく。 

(3) 知財部会、アフターサービス部会の活動を通じて、知財制度等に関する内外の情報や、

顧客対応のあり方等に関する情報を収集するとともに、セミナー・研修会等により情報

の提供を図り、消費者からの苦情・相談等への適切な対応の推進を図る。 

 

６．玩具安全対策の推進 

玩具安全の確保に向け、改正が予定されている消費生活用製品安全法及び食品衛生法等の

玩具規制について的確な対応を図るとともに、本会の自主的措置である玩具安全基準(ST基

準)・玩具安全（ST）マーク制度を推進する。 

(1) 玩具安全基準・表示の整備に関し、食品衛生法規制や国際的な玩具安全規格（ISO 規

格など）との整合を図りつつ、ST基準の整備を進める。 

また、欧米の玩具規制の動向を注視し、適切な対応を図っていく。 

(2) STマークの適正な表示を確保するために、「STマーク検索サイト」を運営するととも

に、市場における表示マークの調査を実施する。 

(3) 玩具による万一の事故発生の際、被害者救済を確保するため、苦情処理体制と賠償責

任補償制度の整備、推進を行う。 

(4) ISOの規格策定委員会（TC181）での玩具安全規格（ISO 8124）の作成・改定等の作業

に参画する。なお、2023年に ISO規格改定版の発行が予定されてるところ、ST基準への

採択等の作業を進める。 

(5) 行政当局の玩具安全に関する各種の取組みに対し、所要の協力と対応を行う。 

 

令和 5 年 12 月の産構審・製品安全小委員会において、低年齢層の玩具を消費生活用製

品安全法の規制対象とする中間とりまとめ案が合意された。法律が改正され政省令等の

策定に関し、業界として所要の対応を進める。 

 

 



 

 

７．教育・研修 

役員研修を実施し、今後の玩具産業のあり方についての視点を一層高める。 

また、玩具産業人としての基礎的な知識等の取得を図るために 5年ぶりに新入社員研修を

行う。 

 

８．玩具業界の社会還元の一環として共遊玩具事業を推進する。 

当会は共遊玩具推進の功績により「バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進功労者表彰」

において内閣総理大臣表彰（令和元年 12月 26日）を受彰したところ、共遊玩具の更なる充

実に努める。 

本年は、「共遊玩具啓発ビデオ」を作成する（前回制作は 2015年）。 

その他、玩具を通じた子どもの健全な育成に資する事業を推進する。 

 

９．玩具に関する内外への広報 

(1) 当会が収集・作成した資料をはじめ、わが国玩具産業の状況等を当協会のホームペー

ジで公開するほか、報道機関への対応、問合せへの回答など、多角的な広報活動を行う。 

(2) 会員向けホームページを通して当会会員に向けて当協会業務関係情報を提供する。 

(3) 玩具専門誌で当協会の活動内容を紹介し理解の促進を図る。 

 

10. 公益法人改革への対応 

公益法人改革プログラムに関し、平成 25年 4月 1日に一般社団法人に移行したが、認可

のあった移行計画（実施事業）に沿って各種の実施事業を推進する。 

 

11．適切な事務管理の推進 

引き続き、事務・事業の運営に関する情報の開示を推進し、当協会の適切な事務運営を確

保する。 

 

12．前各号に掲げるものの他、本会の目的を達成するために必要な事業 

(1) 賀詞交歓会、業界功労者表彰など会員の交流事業を実施する。 

(2) 関連団体の推進する各種事業・行事に協力するとともに、交流を通じ、玩具産業に資

する諸施策の実現に努める。 



（単位:円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        受取入会金 250,000 250,000 0

　　　　　受取入会金 250,000 250,000 0

        受取会費 37,571,000 35,650,000 1,921,000

          正会員受取会費 31,600,000 30,000,000 1,600,000

          団体会員受取会費 1,200,000 1,200,000 0

          賛助会員受取会費 480,000 480,000 0

          委員会参加受取会費 993,000 870,000 123,000

          交流会受取会費 3,298,000 3,100,000 198,000

        事業収益 573,394,000 545,700,000 27,694,000

          受取分担金 323,470,000 306,016,000 17,454,000 東京おもちゃショー出展料
          受取共済等保険料 137,167,000 136,502,710 664,290

          受取契約料 57,450,000 52,800,000 4,650,000 STマーク使⽤許諾契約
          受取申込金 6,188,000 5,484,000 704,000

          受取入場料 43,390,000 40,500,000 2,890,000 ⼀般公開⼊場料
          受取講習会費 1,979,000 1,900,000 79,000 新⼊社員ｾﾐﾅｰ
          安全基準書販売収益 3,750,000 2,500,000 1,250,000

        雑収益 917,000 90,000 827,000

          受取利息 219,000 40,000 179,000

          雑収益 698,000 50,000 648,000

        経常収益計 612,132,000 581,690,000 30,442,000

    (2) 経常費用

        事業費 597,297,868 581,660,000 15,637,868

          役員報酬 24,742,800 24,742,800 0

          給料手当 33,480,000 33,480,000 0

          法定福利費 8,289,495 8,289,495 0

          賞与引当金繰入 1,847,085 2,365,500 △ 518,415

          退職給付費用 5,278,283 5,891,365 △ 613,082

          派遣委託費 4,000,000 4,000,000 0

          開催費 17,037,000 50,323,750 △ 33,286,750 東京おもちゃｼｮｰ事業費、新⼊社員ｾﾐﾅｰ、ｱｿﾎﾞｰﾌｪｽﾀ

          開催業務委託費 301,546,000 260,884,000 40,662,000  東京おもちゃショー委託費
          共済事業等支払保険料 125,771,000 125,502,710 268,290  取引信⽤保険料⽀払
          共済等業務委託費 18,739,000 18,860,000 △ 121,000

          ＳＴ保守委託費 1,796,000 1,770,000 26,000

          調査業務委託費 7,480,000 7,150,000 330,000

　　　　　研究調査費 301,000 0 301,000

          広告費 4,322,000 2,890,000 1,432,000 共遊玩具
          支払著作権料 2,277,000 1,600,000 677,000

          旅費交通費 3,181,000 1,660,000 1,521,000

　　　　　販売委託手数料 922,000 0 922,000 ⽇本規格協会 安全基準書PDF
          会議費 1,160,000 1,205,000 △ 45,000

          通信運搬費 981,000 1,049,500 △ 68,500

　　　　　減価償却費 5,255,000 5,255,000 0

          消耗品費 268,000 340,000 △ 72,000

          印刷費 1,311,000 1,592,000 △ 281,000

          支払家賃共益費 10,594,800 10,594,800 0

          賃借料 1,520,000 1,888,000 △ 368,000

          保険料 33,000 111,000 △ 78,000

          諸謝金 395,000 410,000 △ 15,000

          租税公課 11,322,000 5,130,000 6,192,000  納税消費税
          支払負担金 2,090,000 2,000,000 90,000

          諸会費 2,070,000 1,900,000 170,000

          交際費 0 425,000 △ 425,000

　　　　　雑費 788,405 350,080 438,325

正味財産増減計算書(令和6年度予算書）
令和6年 4月 1日から令和7年 3月31日まで

科        目 令和6年度予算案 令和5年度予算 増　　減 備 考



（単位:円）

正味財産増減計算書(令和6年度予算書）
令和6年 4月 1日から令和7年 3月31日まで

        管理費 27,013,591 24,770,000 2,243,591

          役員報酬 2,749,200 2,749,200 0

          給料手当 3,720,000 3,720,000 0

          法定福利費 921,055 921,055 0

          賞与引当金繰入 97,215 124,500 △ 27,285

          退職給付費用 586,477 654,597 △ 68,120

          派遣委託費 444,444 444,444 0

          福利厚生費 432,000 250,000 182,000

          開催費 5,183,000 4,500,000 683,000 功労者表彰 賀詞交歓会 役員研修
          会議費 946,000 970,000 △ 24,000 総会・理事会  総会後懇親会
          調査業務委託費 129,000 250,000 △ 121,000

          旅費交通費 560,000 400,000 160,000

          通信運搬費 1,144,000 1,380,000 △ 236,000

　　　　　減価償却費 219,000 290,000 △ 71,000

          消耗品費 2,213,000 870,000 1,343,000 事務局パソコン導⼊（7台）
          保守維持費 218,000 190,000 28,000

          印刷費 714,000 530,000 184,000

          支払家賃共益費 1,177,200 1,177,200 0

          賃借料 578,000 670,000 △ 92,000

          保険料 673,000 734,000 △ 61,000

          諸謝金 2,200,000 2,200,000 0

          租税公課 865,000 100,000 765,000

          諸会費 308,000 330,000 △ 22,000

          広告費 113,000 200,000 △ 87,000

          交際費 0 500,000 △ 500,000

          新聞図書費 146,000 140,000 6,000

　　　　　雑費 677,000 475,004 201,996

        経常費用計 625,811,459 606,430,000 19,381,459

          当期経常増減額 △ 13,679,459 △ 24,740,000 11,060,541

  ２．経常外増減の部

    (1) 経常外収益

        経常外収益計 0 0 0

    (2) 経常外費用

        経常外費用計 0 0 0

          当期経常外増減額 0 0 0

          当期一般正味財産増減額 △ 13,679,459 △ 24,740,000 11,060,541

          一般正味財産期首残高 282,726,470 292,867,025 △ 10,140,555

          一般正味財産期末残高 269,047,011 268,127,025 919,986

Ⅱ　正味財産期末残高 269,047,011 268,127,025 919,986

科　　　目 令和6年度予算案 令和5年度予算 増　　減



（単位：円）

法人会計

玩具安全事業
情報収集研修･

国際交流
共遊玩具環境・

その他公益
小計 見本市事業

産業向上･NB･
ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

共済･安全補償 小計 総務組織

Ⅰ　一般正味財産増減の部

  １．経常増減の部

    (1) 経常収益

        受取入会金 0 0 0 0 0 0 0 0 250,000 250,000

          受取入会金 0 0 0 0 0 0 0 0 250,000 250,000

        受取会費 0 0 803,000 803,000 0 190,000 0 190,000 36,578,000 37,571,000

          正会員受取会費 0 0 0 0 0 0 0 0 31,600,000 31,600,000

          団体会員受取会費 0 0 0 0 0 0 0 0 1,200,000 1,200,000

          賛助会員受取会費 0 0 0 0 0 0 0 0 480,000 480,000

          委員会参加受取会費 0 0 803,000 803,000 0 190,000 0 190,000 0 993,000

          交流会受取会費 0 0 0 0 0 0 0 0 3,298,000 3,298,000

        事業収益 61,200,000 0 1,518,000 62,718,000 354,510,000 107,666,000 48,500,000 510,676,000 0 573,394,000

          受取分担金 0 0 1,518,000 1,518,000 304,932,000 17,020,000 0 321,952,000 0 323,470,000

          受取共済等保険料 0 0 0 0 0 88,667,000 48,500,000 137,167,000 0 137,167,000

          受取契約料 57,450,000 0 0 57,450,000 0 0 0 0 0 57,450,000

          受取申込金 0 0 0 0 6,188,000 0 0 6,188,000 0 6,188,000

          受取講習会費 0 0 0 0 0 1,979,000 0 1,979,000 0 1,979,000

          安全基準書販売収益 3,750,000 0 0 3,750,000 0 0 0 0 0 3,750,000

          受取入場料 0 0 0 0 43,390,000 0 0 43,390,000 0 43,390,000

        雑収益 47,000 0 0 47,000 600,000 0 0 600,000 270,000 917,000

          受取利息 0 0 0 0 0 0 0 0 219,000 219,000

          雑収益 47,000 0 0 47,000 600,000 0 0 600,000 51,000 698,000

        経常収益計 61,247,000 0 2,321,000 63,568,000 355,110,000 107,856,000 48,500,000 511,466,000 37,098,000 612,132,000

    (2) 経常費用

        事業費 64,919,150 20,009,717 3,220,000 88,148,867 344,560,000 124,652,938 41,436,063 510,649,001 0 598,797,868

          役員報酬 12,096,480 2,749,200 0 14,845,680 6,048,240 2,749,200 1,099,680 9,897,120 0 24,742,800

          給料手当 16,368,000 3,720,000 0 20,088,000 8,184,000 3,720,000 1,488,000 13,392,000 0 33,480,000

          法定福利費 4,052,642 921,055 0 4,973,697 2,026,321 921,055 368,422 3,315,798 0 8,289,495

          賞与引当金繰入 641,619 272,202 0 913,821 699,948 136,101 97,215 933,264 0 1,847,085

          退職給付費用 2,580,494 586,476 0 3,166,970 1,290,247 586,476 234,590 2,111,313 0 5,278,283

          派遣委託費 1,955,555 444,444 0 2,399,999 977,779 444,444 177,778 1,600,001 0 4,000,000

          開催費 0 0 0 9,747,000 7,290,000 0 17,037,000 0 17,037,000

          開催業務委託費 0 0 0 0 301,546,000 0 0 301,546,000 0 301,546,000

          共済事業等支払保険料 0 0 0 0 0 88,674,000 37,097,000 125,771,000 0 125,771,000

          共済等業務委託費 3,742,860 0 0 3,742,860 0 14,130,302 865,838 14,996,140 0 18,739,000

          ＳＴ保守委託費 1,796,000 0 0 1,796,000 0 0 0 0 0 1,796,000

          調査業務委託費 0 7,480,000 0 7,480,000 0 0 0 0 0 7,480,000

          研究調査費 301,000 0 0 301,000 0 0 0 0 0 301,000

          広告費 1,643,000 0 1,500,000 3,143,000 867,000 312,000 0 1,179,000 0 4,322,000

          支払著作権料 2,277,000 0 0 2,277,000 0 0 0 0 0 2,277,000

          旅費交通費 1,535,000 0 12,000 1,547,000 159,000 1,475,000 0 1,634,000 0 3,181,000

          販売委託手数料 922,000 0 0 922,000 0 0 0 0 0 922,000

          会議費 24,000 0 15,000 39,000 940,000 181,000 0 1,121,000 0 1,160,000

          通信運搬費 154,000 22,000 122,000 298,000 452,000 231,000 0 683,000 0 981,000

          減価償却費 5,255,000 0 0 5,255,000 0 0 0 0 0 5,255,000

          消耗品費 45,000 1,000 6,000 52,000 181,000 35,000 0 216,000 0 268,000

          印刷費 0 1,311,000 1,311,000 0 0 0 0 0 1,311,000

          支払家賃共益費 4,708,800 2,354,400 0 7,063,200 2,354,400 1,177,200 0 3,531,600 0 10,594,800

          賃借料 769,000 300,000 0 1,069,000 300,600 150,400 0 451,000 0 1,520,000

          保険料 33,000 0 0 33,000 0 0 0 0 0 33,000

          諸謝金 52,800 0 0 52,800 210,000 132,200 0 342,200 0 395,000

          租税公課 2,654,900 167,100 2,822,000 8,500,000 0 0 8,500,000 0 11,322,000

          支払負担金 0 0 0 0 0 2,090,000 0 2,090,000 0 2,090,000

          諸会費 818,000 1,152,000 0 1,970,000 0 100,000 0 100,000 0 2,070,000

          交際費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

          雑費 493,000 6,940 86,900 586,840 76,465 117,560 7,540 201,565 0 788,405

        管理費 27,013,591 27,013,591

          役員報酬 2,749,200 2,749,200

          給料手当 3,720,000 3,720,000

          法定福利費 921,055 921,055

          賞与引当金繰入 97,215 97,215

          退職給付費用 586,477 586,477

          派遣委託費 444,444 444,444

          福利厚生費 432,000 432,000

          開催費 5,183,000 5,183,000

          会議費 946,000 946,000

          調査業務委託費 129,000 129,000

          旅費交通費 560,000 560,000

          通信運搬費 1,144,000 1,144,000

          減価償却費 219,000 219,000

          消耗品費 2,213,000 2,213,000

          保守維持費 218,000 218,000

          印刷費 714,000 714,000

          支払家賃共益費 1,177,200 1,177,200

          賃借料 578,000 578,000

          保険料 673,000 673,000

          諸謝金 2,200,000 2,200,000

          租税公課 865,000 865,000

          諸会費 308,000 308,000

          広告費 113,000 113,000

          交際費 0 0

          新聞図書費 146,000 146,000

          雑費 677,000 677,000

        経常費用計 64,919,150 20,009,717 3,220,000 88,148,867 344,560,000 124,652,938 41,436,063 510,649,001 27,013,591 625,811,459

          当期一般正味財産増減額 △ 3,672,150 △ 20,009,717 △ 899,000 △ 24,580,867 10,550,000 △ 16,796,938 7,063,937 816,999 10,084,409 △ 13,679,459

          一般正味財産期首残高 △ 65,280,601 △ 169,087,057 2,260,686 △ 232,106,972 △ 172,325,424 △ 99,864,385 30,265,681 △ 241,924,128 756,757,570 282,726,470

          一般正味財産期末残高 △ 68,952,751 △ 189,096,774 1,361,686 △ 256,687,839 △ 161,775,424 △ 116,661,323 37,329,618 △ 241,107,129 766,841,979 269,047,011

令和６年度予算書内訳（正味財産増減計算書方式）
令和6年年 4月 1日から令和7年3月31日まで

科        目
実施事業等会計 その他会計

合   計


